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全国農業新聞を
購読してみませんか？

　全国農業新聞は公的代表機関である農業委員
会系統組織が発行する週刊の農業総合専門紙で
す。「週刊」ということから日々の報道には限界があり
ますが、むしろ週刊の時間を活かし、大切な情報をわ
かりやすくまとめています。
　また、多くの読者の皆様に満足して頂けるよう、家
族全員が楽しめる記事も充実しています。さらに、全
国４７都道府県にある支局の充実により、地域の元
気で特徴ある明るい話題や地域独自のイベント情報
などの提供に努めています。

購読の申込みは京丹後市農業委員会へ
お気軽に連絡ください。
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平成２７年度
京丹後市農業施策に対する
建議書を提出しました
　農業委員会では市内の農業振興施策が実効ある
ものとなるべく議論を重ね１０月２１日、中山市長に
平成２７年度の農業関係予算及び農業施策に反映
されることを願い、農業委員会等に関する法律第６
条第３項に基づき建議書を提出しました。　１ 野生鳥獣害対策の強化について

　市内では、水稲を中心として国営開発農地畑、海岸沿いの砂丘
畑、梨を中心とした果樹栽培等多様な農業が営まれています。鳥
獣被害も多様で猪、鹿、熊、猿、カラス等、全市域的に防護対策な
しには農作物の生産ができない状態となっています。特に、熊や
猿においては、農産物への被害だけでなく人への危害も危惧さ
れます。
　京都府では、熊は保護動物に指定され捕獲が禁止されており、
猿についても捕獲頭数が厳しく制限されていますが、農業被害増
加と耕作意欲の減退に及ぼす影響は甚大となっており、今や防
御のみでは被害を減少させることは非常に困難となっています。
これ以上の農業被害を避けるため、積極的な駆除が求められて
います。
（１）積極的な駆除を進めるため、狩猟免許取得の支援等、捕獲
　　員の確保強化。
（２）隣接自治体と連携した広域的な被害防除の取組の強化。
（３）捕獲個体の処理体制の整備強化。
（４）防護柵等設置への支援強化。
（５）人と野生生物を隔てるバッファーゾーンの設定・維持管理に
　　ついての支援。

４ 営農支援について

　農業者戸別所得補償制度が継続されるようご尽力をお願いす
るとともに、円滑に生産調整が実施されるようご指導をお願いし
たい。

２ 優良農地の確保と有効利用について

（１）耕作放棄地発生防止のため総合的な対策の強化。
（２）「中山間地域等直接支払制度」・「多面的機能支払交付金事
　　業」など、要件に該当する全地域が参加できるように、地域
　　が取り組みやすい行政の指導・事務的な支援の強化。

（３）京力農場プラン（人・農地プラン）の推進のため、集落への指
　　導体制の強化。
（４）農用地利用集積を進めるに当たって、新たな制度である農
　　地中間管理機構を利用した事業推進。

３ 担い手対策について

　平成２５年度から「丹後農業実践型学舎」が始動し、国営開発
農地畑を基盤とした農業の担い手の育成が期待されていますが、
昨今の農業・経済情勢は非常に厳しく、学舎を卒業する今年度末
の就農時には、資金をはじめ総合的な支援が必要と思われます。
　また、担い手対策は、新規就農者対策だけでは不十分であり、
既存農家の後継者を育成・支援する施策も併せて講じられたい。
（１）農業経営者会議など農業者の組織への更なる支援。
（２）新規就農者だけではなく、農家後継者への就農支援対策の
　　強化。
（３）農地の荒廃を防ぐため、集落営農組織への支援の強化。　 
（４）営農支援に関わる施策・補助事業等の情報提供の更なる充
　　実。

水田農業対策について ５ 循環型農業の取り組みについて

（１）バイオマス液肥の有効利用についてさらなる実証を積み重
　　ね、「環のちから」のＰＲに努め、市民の理解を得ていただき
　　たい。

６ 地産地消の推進について

（1）京丹後市産の農水産物の学校給食での積極的な利用を、地
　　産地消という点から京丹後市としても考慮をお願いしたい。
（２）地場産品を地元で販売する取り組みへの積極的な支援をお
　　願いしたい。
（３）食育基本法を積極的に活用し、地元の農水産物を食する伝
　　統的な日本型食生活の良さを次世代に伝える活動を推進
　　していただきたい。

（２）京丹後市内で生産される畜産農家の堆肥を市内で有効に
　　還元する方策を確立されたい。
（３） 国営開発農地の土作りに対して支援をしていただきたい。
（４） コウノトリが生息し続けることができる自然にやさしい農法
　　の普及拡大に努められたい。

７ 農業委員会の体制強化について

　平成２１年に農地法の抜本改正が行われ、農地の利用状況調
査等の事務の増加など、農業委員会の日常業務は非常に多忙と
なっています。円滑な業務遂行のために、事務局の体制強化につ
いて京丹後市のさらなる支援を図られたい。

８ ＴＰＰ交渉について

　平成２５年３月１５日、安倍内閣総理大臣よりＴＰＰ交渉参加表
明がなされました。日本は、農業分野では、重要５品目（米、麦、牛
肉、豚肉、乳製品、甘味資源）の関税撤廃除外が主な交渉課題と
なっていますが、ＴＰＰは農業に限らず我が国の経済・社会システ
ムを大きく変える可能性のある危険なルールづくりであるにもか
かわらず、交渉の内容自体が明らかにされず、国民全体で議論し
判断するための情報公開はほとんどなされないままとなっていま
す。この間、日本政府は農業分野で大きな譲歩を用意していると
も伝わるなかで、本年９月末に開催された日米閣僚級交渉でも、
結局進展はなかったと報道されています。
　現在のような状況では、ＴＰＰは国益を損なうことが明らかで
あり、速やかに交渉から撤退するよう政府に働きかけていただき
たい。

（１）「京丹後市地域農業再生協議会」がリーダーシップをとって
　　生産調整に対応していただきたい。
（２）水田農業対策について、不公平感が生じない適正運用に努
　　められたい。
（３）売れる米作り対策について、良食味生産拡大に積極的な支
　　援をお願いしたい。

　葉たばこが廃作となってから、未だそれに替わる作物が見つ
からない状態となっている。関係機関とも連携し、早急に推進策
を講じていただきたい。
（１）丹後国営開発農地の利用権設定の更新が順調に進むよう
　　取り組んでいただきたい。
（２）葉たばこの代替えとなる農作物の早急な導入対策を講じら
　　れたい。
（３）国営農地に設置されている農業用施設の更新及び改良を
　　図られたい。

　京丹後市の農産物について様々なメディアで情報提供がなさ
れ、消費者の関心や評価は高まっています。今後、ブランド産地と
して発展するには農家を組織化し、安定した生産・供給体制を
確立する必要があります。そのためには、関係機関が連携して産
地化の取り組みを進める必要があります。
（１）各種農産物の数量把握の取組みを強化されたい。
（２）平成２５年産米において、丹後産米は多くの関係者の努力
　　で「特Ａ」を獲得することができた。「特Ａ」を継続獲得するた
　　めにＪＡを中心とした生産組織の更なる連携強化を図られ
　　たい。
（３）京丹後産農産物をブランド化するには、品質の向上とともに、
　　安定した生産・供給体制の確立が不可欠であり、ＪＡを中心
　　とした生産組織の連携強化が不可欠である。そのためにも、
　　市とＪＡの連携を一層強化し京丹後産ブランドの確立のた
　　めの施策を推進されたい。

丹後国営開発農地対策について

京丹後ブランド品生産のあり方と流通対策について
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1  田（水稲）の部

２  畑の部

京丹後市農業委員会

平 均 額 最 高 額 最 低 額 備 考データ数

峰山町

大宮町

網野町

丹後町

弥栄町

久美浜町

9 ,400

5 ,900

10 ,400

11 ,700

4 ,900

6 ,500

7 ,800

15 ,000

6 ,500

13 ,000

14 ,000

8 ,400

11 ,500

4 ,600

3 ,300

6 ,500

6 ,300

3 ,500

5 ,000

91

11

33

9

35

110

289(参考）
　京丹後市平均

締結（公告）された
地　域　名

平 均 額 最 高 額 最 低 額 備 考データ数

峰山町

大宮町

網野町

丹後町

弥栄町

久美浜町

15 ,000

10 ,000

12 ,000

0

15 ,000

22 ,900

15 ,900

15 ,000

10 ,000

18 ,000

0

15 ,000

25 ,000

15 ,000

10 ,000

10 ,000

0

15 ,000

5 ,800

15

32

235

0

193

193

670

一般畑
国営農地

一般畑
国営農地

利用権設定
実績なし

国営農地

国営農地

国営農地

(参考）
　京丹後市平均

締結（公告）された
地　域　名

※現在、農業委員会では利用権設定にかかる終期通知書を耕作者に送付しています。
　引続き利用権設定の更新等にご協力ください。

情報

　平成２5年１月から１２月までに締結（公告）された賃借権における賃借料
水準（１０a当たり）は、以下のとおりとなっております。
　この賃借料情報はあくまで目安です。貸し手と借り手が十分に話し合い、
お互いが納得できる額で決定して下さい。　　　　  

報利用権設定における賃借料のお知らせ利用権設定における賃借料のお知らせ
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